
【表紙】
 

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 近畿財務局長

【提出日】 2022年２月14日

【四半期会計期間】 第92期第３四半期（自　2021年10月１日　至　2021年12月31日）

【会社名】 トレーディア株式会社

【英訳名】 TRADIA CORPORATION

【代表者の役職氏名】 代表取締役　社長執行役員　　古郡　勝英

【本店の所在の場所】 神戸市中央区海岸通一丁目２番22号

【電話番号】 078（391）7170（代表）

【事務連絡者氏名】 執行役員　財務本部長　　茨木　信弘

【最寄りの連絡場所】 神戸市中央区海岸通一丁目２番22号

【電話番号】 078（391）7170（代表）

【事務連絡者氏名】 執行役員　財務本部長　　茨木　信弘

【縦覧に供する場所】 トレーディア株式会社京浜支店

（東京都港区海岸一丁目15番１号　スズエベイディアム８階）

トレーディア株式会社名古屋支店

（名古屋市港区入船二丁目５番７号）

株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 

EDINET提出書類

トレーディア株式会社(E04346)

四半期報告書

 1/18



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第91期
第３四半期
連結累計期間

第92期
第３四半期
連結累計期間

第91期

会計期間
自　2020年４月１日
至　2020年12月31日

自　2021年４月１日
至　2021年12月31日

自　2020年４月１日
至　2021年３月31日

営業収入 (百万円) 10,808 13,660 14,937

経常利益 (百万円) 109 447 156

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
(百万円) 71 308 108

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 121 328 377

純資産額 (百万円) 2,651 3,189 2,906

総資産額 (百万円) 9,233 10,175 9,291

１株当たり四半期（当期）純利益 (円) 49.10 210.28 74.11

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
(円) － － －

自己資本比率 (％) 28.7 31.3 31.3

 

回次
第91期
第３四半期
連結会計期間

第92期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自　2020年10月１日
至　2020年12月31日

自　2021年10月１日
至　2021年12月31日

１株当たり四半期純利益 (円) 36.45 78.18

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

３．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の期

首から適用しており、当第３四半期連結累計期間及び当第３四半期連結会計期間に係る主要な経営指標等に

ついては、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

　なお、第１四半期連結会計期間より、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以

下「収益認識会計基準」という。）等を適用しております。これに伴い、従来の会計処理と比較して、当第３四半期

連結累計期間の営業収入及び営業費用は１億９百万円減少しております。そのため、当第３四半期連結累計期間にお

ける経営成績に関する説明は、営業収入と営業費用については前第３四半期連結累計期間と比較しての増減額及び前

年同期比（％）を記載せずに説明しております。

　詳細は、「第４ 経理の状況 １ 四半期連結財務諸表 注記事項(会計方針の変更)」に記載のとおりであります。

 

(1）財政状態及び経営成績の状況

　当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の影響で厳しい状況が続いている

ものの、ワクチン接種が進むにつれ、感染状況の改善、各種制限措置の緩和がなされ、回復の兆しが見られまし

た。一方、世界経済においては、緩やかな回復が続いておりますが、新たなオミクロン株の感染拡大や、半導体不

足、米国のインフレ懸念など、先行きが読みづらい状況となっております。

　当社グループが属する港湾運送業界における貿易に関しましては、輸出は世界の回復基調と合わせて堅調に推移

していくものと予想されますが、輸入は新型コロナウイルス感染症の影響により、一般消費財等の貨物量の回復に

は時間を要するものと考えられます。

　当社グループはこのような状況下におきまして、安全に配慮しつつ積極的に営業展開に努めた結果、総取扱量は

前年同期比2.7％増加し、営業収入は、輸出部門の回復と国際部門の大幅増により136億60百万円余（前年同期は

108億８百万円余）となりました。損益面については、収入増に対して固定費の増加が抑えられたことから、営業

総利益は、前年同期比45.3％増の８億44百万円余（対前年同期２億63百万円余増）、営業利益は３億円余（対前年

同期２億73百万円余増）、経常損益は受取配当金と持分法による投資利益の増加により４億47百万円余（対前年同

期３億37百万円余増）の経常利益の計上となり、親会社株主に帰属する四半期純利益は３億８百万円余（対前年同

期２億36百万円余増）の計上となりました。

 

　セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。なお、前年同期の営業収入につきましては、「収益認識

会計基準」等を適用しておりませんのでご注意下さい。

 

①　輸出部門

　輸出部門におきましては、雑貨は減少したものの、主力の機械機器製品をはじめ、食料品、金属製品の取扱い

が堅調に推移し、取扱量は対前年同期比20.7％増加となりました。この結果、輸出部門の営業収入は21億８百万

円余（前年同期は19億31百万円余）、セグメント利益は48百万円余（前年同期はセグメント損失81百万円余）の

計上となりました。

 

②　輸入部門

　輸入部門におきましては、食料品は増加しましたが、機械製品は前年並、繊維製品はアパレル不振で減少、雑

貨も巣ごもり需要一巡で減少となり、取扱量は対前年同期比4.1%減少となりました。この結果、輸入部門の営業

収入は37億68百万円余（前年同期は40億89百万円余）、セグメント損失は34百万円余（前年同期はセグメント利

益26百万円余）の計上となりました。

 

③　国際部門

　国際部門におきましては、輸出は台湾、インド向け設備、北米向け三国間を中心に堅調に推移し、取扱量は対

前年同期比31.2%増加しました。一方、輸入は、靴、衣料品、半導体関連は低迷しましたが、調理、美容関連機

器が伸び、取扱量は対前年同期比1.4％増加しました。また、輸出入ともに高水準の運賃と、コンテナスペース

不足による混載便の利用や、航空便への振替も営業収入増加の要因となりました。その結果、国際部門の営業収

入は76億47百万円余（前年同期は46億45百万円余）、セグメント利益は２億39百万円余（前年同期は38百万円

余）の計上となりました。
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④　倉庫部門

　倉庫部門におきましては、安定した賃料収入により、営業収入は前年同様の44百万円余となりました。セグメ

ント利益は39百万円余（前年同期は37百万円余）の計上となりました。

 

⑤　その他

　船内荷役等の営業収入は93百万円余となり、セグメント利益は７百万円余（前年同期は６百万円余）の計上と

なりました。

 

（注）　上記のセグメントの営業収入には、セグメント間の内部営業収入１百万円余を含んでおります。

 

 

　当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ８億83百万円余増加し、101億75百万円余と

なりました。流動資産は８億10百万円余増の42億87百万円余、固定資産は73百万円余増の58億87百万円余でありま

す。流動資産増加の主な要因は、現金及び預金、受取手形、売掛金及び契約資産、立替金の増加等によるものであ

ります。固定資産増加の主な要因は、有形固定資産の減少がありますが、無形固定資産、投資その他の資産の増加

等によるものであります。

　流動負債は、前連結会計年度末に比べ７億22百万円余増加し、47億24百万円余となりました。固定負債は、前連

結会計年度末に比べ、１億21百万円余減少し22億61百万円余となりました。流動負債増加の主な要因は、支払手形

及び営業未払金、短期借入金の増加等によるものであります。固定負債減少の主な要因は、長期借入金の減少等に

よるものであります。

　純資産は、前連結会計年度末に比べ２億83百万円余増加し、31億89百万円余となりました。これは、利益剰余金

の増加等によるものであります。

 

 

(2）研究開発活動

　該当事項はありません。

 

(3）従業員数

　当第３四半期連結累計期間において著しい増減はありません。

 

(4）生産、受注及び販売の実績

　当社グループは、生産、受注及び販売を行う事業を行なっておりませんので、記載を省略しております。

 

(5）主要な設備

　新設、休止、大規模改修、除却、売却等について、当第３四半期連結累計期間において、重要な変動はありませ

ん。

 

(6）経営成績に重要な影響を与える要因

　当社グループの主要な事業である港湾運送における貨物量は、景気の変動はもとより、業者間の価格競争や、生

産在庫調整等など顧客の物流政策の変更による影響を受けます。また、海外地域における貿易に関する法的規制

や、産業構造の変化及び物流形態の変革等によって増減する可能性があります。

　当第３四半期連結累計期間は、輸出部門においては、新型コロナウイルス感染症拡大の影響や世界的な半導体不

足、原材料等の高騰及び部品供給網の混乱があったものの、サプライチェーンの生産活動が堅調に推移したことも

あり、比較的高い水準で取扱量を確保したため業績が回復しました。また、国際部門においては、慢性的なコンテ

ナ及び船腹不足や北米海岸での本船の滞船により、想定以上に運賃水準の高止まりが続いたことから、営業収入及

び営業利益を大幅に上積みすることになり、業績拡大に寄与しています。一方で、輸入部門においては、国内の消

費動向が本格的な回復には至らず、繊維製品、コロナ関連資材、巣ごもり需要の雑貨類を中心に取扱量が減少した

影響により、厳しい状況となりました。当社グループの経営成績は国内外の経済情勢等の外的要因に左右されま

す。当社グループといたしましては、現状を踏まえたうえで、景気の動向や経営環境の変化に柔軟に対応し、コロ

ナ後を見据え積極的な営業展開を行い、さらなる収益の改善につとめてまいります。

 

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 5,400,000

計 5,400,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2021年12月31日）

提出日現在発行数
（株）

（2022年２月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 1,470,000 1,470,000
東京証券取引所

（市場第二部）

単元株式数は100株

であります。

計 1,470,000 1,470,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

2021年12月31日 － 1,470 － 735,000 － 170,427

 

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

EDINET提出書類

トレーディア株式会社(E04346)

四半期報告書

 5/18



（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2021年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）
－ －

普通株式 3,600

（相互保有株式）
－ －

普通株式 6,500

完全議決権株式（その他） 普通株式 1,456,600 14,566 －

単元未満株式 普通株式 3,300 － １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数  1,470,000 － －

総株主の議決権  － 14,566 －

（注）１　当第３四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（2021年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

２　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が100株（議決権

１個）含まれております。

３　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式53株が含まれております。

 

②【自己株式等】

    2021年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数の
割合（％）

（自己保有株式）

トレーディア株式会社
神戸市中央区海岸通1-2-22 3,600 － 3,600 0.2

（相互保有株式）

広瀬産業海運株式会社
大阪市港区築港3-1-8 500 － 500 0.0

（相互保有株式）

三笠陸運株式会社
神戸市中央区港島9-11-1 1,200 － 1,200 0.1

（相互保有株式）

株式会社忠和商会
横浜市中区本牧町1-38 4,800 － 4,800 0.3

計 － 10,100 － 10,100 0.7

 

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2021年10月１日から2021

年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2021年４月１日から2021年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、神明監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 747,674 931,325

受取手形及び売掛金 1,692,641 -

受取手形、売掛金及び契約資産 - ※２ 2,121,383

立替金 916,132 1,117,073

その他 121,611 119,862

貸倒引当金 △541 △1,997

流動資産合計 3,477,518 4,287,646

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,182,850 1,138,358

機械装置及び運搬具（純額） 27,108 20,682

工具、器具及び備品（純額） 4,587 4,628

土地 1,781,656 1,781,656

リース資産（純額） 122,814 102,989

有形固定資産合計 3,119,018 3,048,315

無形固定資産   

借地権 34,560 34,560

その他 32,010 41,890

無形固定資産合計 66,570 76,450

投資その他の資産   

投資有価証券 1,203,527 1,272,764

差入保証金 784,277 784,435

退職給付に係る資産 57,179 94,846

その他 585,207 615,371

貸倒引当金 △1,840 △4,633

投資その他の資産合計 2,628,352 2,762,784

固定資産合計 5,813,941 5,887,550

資産合計 9,291,460 10,175,197
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び営業未払金 1,228,269 1,589,496

短期借入金 2,166,139 2,516,139

リース債務 60,566 50,884

未払法人税等 68,893 106,957

賞与引当金 256,470 159,640

その他 221,310 300,891

流動負債合計 4,001,649 4,724,009

固定負債   

長期借入金 2,160,489 2,035,884

リース債務 89,769 72,862

役員退職慰労引当金 66,464 73,043

繰延税金負債 53,194 66,474

その他 13,110 13,110

固定負債合計 2,383,028 2,261,375

負債合計 6,384,677 6,985,384

純資産の部   

株主資本   

資本金 735,000 735,000

資本剰余金 170,427 170,427

利益剰余金 1,745,603 2,009,617

自己株式 △10,249 △11,646

株主資本合計 2,640,781 2,903,397

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 204,252 224,671

為替換算調整勘定 △886 8,317

退職給付に係る調整累計額 62,634 53,426

その他の包括利益累計額合計 266,000 286,415

純資産合計 2,906,782 3,189,812

負債純資産合計 9,291,460 10,175,197
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第３四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年12月31日)

 当第３四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

営業収入 10,808,613 13,660,493

営業費用 10,227,719 12,816,303

営業総利益 580,894 844,190

一般管理費 554,039 544,098

営業利益 26,855 300,092

営業外収益   

受取利息及び配当金 27,740 64,366

持分法による投資利益 13,750 47,822

その他 89,628 87,380

営業外収益合計 131,118 199,568

営業外費用   

支払利息 48,422 45,904

その他 227 6,457

営業外費用合計 48,650 52,362

経常利益 109,323 447,298

特別利益   

固定資産売却益 499 －

投資有価証券売却益 － 0

特別利益合計 499 0

特別損失   

固定資産除売却損 86 60

特別損失合計 86 60

税金等調整前四半期純利益 109,736 447,238

法人税等 37,791 139,234

四半期純利益 71,944 308,003

非支配株主に帰属する四半期純利益 － －

親会社株主に帰属する四半期純利益 71,944 308,003
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第３四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年12月31日)

 当第３四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

四半期純利益 71,944 308,003

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 45,351 20,419

退職給付に係る調整額 5,209 △9,208

持分法適用会社に対する持分相当額 △910 9,203

その他の包括利益合計 49,649 20,414

四半期包括利益 121,594 328,418

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 121,594 328,418

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）

等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財

又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。これにより、顧客への

サービスにおける当社グループの役割が代理人に該当する取引について、従来顧客から受け取る対価の総額を収益

と認識しておりましたが、当該対価の総額から第三者に対する支払額を差し引いた純額で収益を認識する方法に変

更しております。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半期連

結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。ただし、収益認

識会計基準第86項に定める方法を適用し、第１四半期連結会計期間の期首より前までに従前の取扱いに従ってほと

んどすべての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。

　この結果、従来の会計処理と比較して、当第３四半期連結累計期間の営業収入及び営業費用は109,945千円減少

しておりますが、営業総利益、一般管理費、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益には影響ありませ

ん。また、利益剰余金当期首残高に与える影響はありません。

　収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示していた

「受取手形及び売掛金」は、第１四半期連結会計期間より「受取手形、売掛金及び契約資産」に含めて表示するこ

とといたしました。なお、収益認識会計基準第89-２項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度につい

て新たな表示方法により組替えを行っておりません。さらに、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基

準第12号 2020年３月31日）第28-15項に定める経過的な取扱いに従って、前第３四半期連結累計期間に係る顧客と

の契約から生じる収益を分解した情報を記載しておりません。

 

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基

準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が

定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。これによる影響はありません。

 

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

当第３四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日　至　2021年12月31日）

税金費用の計算

　税金費用につきましては、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税金等調整前当期純利益に対する税効果

会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税金等調整前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

また、見積実効税率を使用できない場合は、税金等調整前四半期純利益に一時差異に該当しない重要な差異を加減した

上で、法定実効税率を乗じて計算しております。
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（四半期連結貸借対照表関係）

　１　偶発債務

　連結会社以外の会社の金融機関からの借入金に対して、次の通り債務保証を行っております。

前連結会計年度
（2021年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（2021年12月31日）

神戸港島港運協同組合 165,640千円 神戸港島港運協同組合 169,016千円

（同組合員３社と連帯保証）  （同組合員３社と連帯保証）  

 

※２　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。な

お、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形

が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。

 
前連結会計年度
（2021年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（2021年12月31日）

受取手形 －千円 2,342千円

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2020年４月１日
至　2020年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日
至　2021年12月31日）

減価償却費 129,899千円 125,944千円

 

 

（株主資本等関係）

前第３四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年12月31日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年６月26日

定時株主総会
普通株式 43,990 30 2020年３月31日 2020年６月29日 利益剰余金

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の

末日後となるもの

　該当事項はありません。

 

当第３四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年12月31日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年６月25日

定時株主総会
普通株式 43,990 30 2021年３月31日 2021年６月28日 利益剰余金

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の

末日後となるもの

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

（セグメント情報）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年12月31日）

１．報告セグメントごとの営業収入及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：千円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３ 輸出 輸入 国際 倉庫

営業収入         

外部顧客への営業収入 1,931,285 4,089,655 4,645,486 44,640 97,545 10,808,613 － 10,808,613

セグメント間の内部営業収入又

は振替高
－ － － － 1,800 1,800 △1,800 －

計 1,931,285 4,089,655 4,645,486 44,640 99,345 10,810,413 △1,800 10,808,613

セグメント利益又は損失（△） △81,842 26,714 38,465 37,190 6,327 26,855 － 26,855

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、船内荷役、その他の事業を含んで

おります。

２．調整額△1,800千円は、セグメント間取引消去額であります。

３．セグメント利益又は損失（△）の合計は、四半期連結損益計算書の営業利益であります。

 

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年12月31日）

１．報告セグメントごとの営業収入及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：千円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３ 輸出 輸入 国際 倉庫

営業収入         

外部顧客への営業収入 2,108,471 3,768,826 7,647,247 44,340 91,608 13,660,493 － 13,660,493

セグメント間の内部営業収入又

は振替高
－ － － － 1,980 1,980 △1,980 －

計 2,108,471 3,768,826 7,647,247 44,340 93,588 13,662,473 △1,980 13,660,493

セグメント利益又は損失（△） 48,987 △34,675 239,232 39,020 7,527 300,092 － 300,092

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、船内荷役、その他の事業を含んで

おります。

２．調整額△1,980千円は、セグメント間取引消去額であります。

３．セグメント利益又は損失（△）の合計は、四半期連結損益計算書の営業利益であります。

 

２．報告セグメントの変更等に関する事項

（収益認識に関する会計基準等の適用）

　会計方針の変更に記載のとおり、第１四半期連結会計期間の期首から収益認識会計基準等を適用し、収益

認識に関する会計処理方法を変更したため、事業セグメントの利益又は損失の算定方法を同様に変更してお

ります。

　当該変更により、従来の方法に比べて、当第３四半期連結累計期間の外部顧客への営業収入は「輸出」で

11,993千円減少、「輸入」で97,952千円減少しております。ただし、営業費用も「輸出」「輸入」において

同額減少するため、セグメント利益又は損失に与える影響はありません。
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（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。

 

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第３四半期連結累計期間
（自　2020年４月１日
至　2020年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日
至　2021年12月31日）

１株当たり四半期純利益 49円10銭 210円28銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益（千円） 71,944 308,003

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利

益（千円）
71,944 308,003

普通株式の期中平均株式数（千株） 1,465 1,464

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

 

 

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2022年２月10日

トレーディア株式会社

取締役会　御中

 

神明監査法人

兵庫県神戸市

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 角橋　実

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 井上　健

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているトレーディア株

式会社の2021年４月１日から2022年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2021年10月１日から2021年

12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2021年４月１日から2021年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、す

なわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを

行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、トレーディア株式会社及び連結子会社の2021年12月31日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要

な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

EDINET提出書類

トレーディア株式会社(E04346)

四半期報告書

17/18



四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかど

うか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において

四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が

適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人

の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業

として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務

諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさ

せる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査

人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見事

項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じて

いる場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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